様式第５号

令和　　年　　月　　 日

申 　　立 　　書

大山町長　 　様
団　体　名
申　立　者　所　在　地

代表者氏名　　　　　　　　　　　　 ㊞

指定管理者の応募に当たり、次のとおり申し立てます。

記

当社（団体）は、下記の指定管理者の申請に係る欠格事項のいずれにも該当しません。


(欠格条項)


団体またはその代表者が次の者に該当しないこと。





(1)　当該団体の責めに帰すべき事由により、町又は他の地方公共団体から指定管理者の指定の取消しを受けてから2年を経過しない団体


(2)　当該団体の役員(法人でない団体にあっては、当該団体の代表者)のうち次のいずれかに該当する者がある団体


ア　公の施設の管理を行うために必要な契約を締結する能力を有しない者


イ　破産者で復権を得ない者


(3)　地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の4第2項(同項を準用する場合を含む。)の規定により、町における一般競争入札等の参加を制限されている団体


(4)　会社更生法(平成14年法律第154号)第17条第1項に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法(平成11年法律第225号)第21条第1項に基づく再生手続開始の申立ての手続をしている団体


(5)　当該団体又はその代表者が、国税又は地方税を滞納している団体


(6)　暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号。以下「暴力団対策法」という。)第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)と密接につながりのあると認められるもの


(7)　当該法人等における無限責任社員、取締役、執行役、監査役若しくはこれに準ずべき者、支配人又は精算人(以下「役員等」という。)が、暴力団員等(暴力団対策法第2条第6号に規定する暴力団員(以下単に「暴力団員」という。)、暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行う者又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者をいう。以下同じ。)であると認められるもの


(8)　その他、町長が指定管理者の候補者として選定し、又は指定管理者として指定することが適当でないと認める団体








